
平成２９年　　　月　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東京都産業労働局雇用就業部長　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）

（代表者名）       　　　　　       　　　　　印 
公共職業訓練業務の受託可能数調査書（専門人材育成訓練（仮称））

本件について、内容を確認し、下記のとおり回答します。
記
１　受託希望
　　平成３０年４月より、専門人材育成訓練（仮称）の受託を

希望する

希望しない　　　※該当項目に○をご記入下さい。
２　受託訓練の概要（１で「希望する。」と答えた方のみ）

（１）　訓練内容は次の要件のうちどれに当てはまりますか。当てはまるものの番号に○の上、コース名を（　）内にご記入ください。　（当てはまるものが複数ある場合は、すべてに○をご記入下さい。）

ア　公的職業資格のうち業務独占資格又は名称独占資格の取得を訓練目標とするもの

イ　ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）においてレベル３（ミドルレベル）相当以上の資格取得を目標とするもの

ウ　文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定したもの

エ　学校教育法に定める専門職大学院が実施する専門職学位課程の修了を目指すもの

　　（訓練コース名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）　訓練期間及び１年間の総訓練時間

　　訓練期間　　　　１ 年　　 　２ 年　　※該当項目に〇をご記入ください。
　　１年間の総訓練時間　　　　　　　　時間　

※原則1,400時間以上。上記（１）ウ、エ又は一般受講生の直近２年間の合格率が概ね全国平均以上であるものの場合は700時間以上でも可。
（３）　受入希望人数
　（下限）　　　　　　～（上限）　　　　　人

３　受託する場合の応募要件（例：性別、年齢による制限等。）


４　確認事項（別紙「『専門人材育成訓練（仮称）』実施に当たっての注意事項」に規定を記載）

　　注意事項　６　（３）　の受託要件を
満たしている
満たしていない　※該当項目に○をご記入下さい。

※満たしていない場合は受託できません。
※　この調査は専門人材育成訓練の新設に当たり、都内受託可能数を調べるためにのみ使用させていただきます。みなさまに対し、契約のお約束等、なんらかの影響を与えるものではありません。

【連絡先】
	名　　　称
	

	所在地
	〒

	担当者氏名
	

	連絡先（電話番号）
	

	連絡先（メールアドレス）
	


本調査用紙は、希望する訓練１コースにつき１枚ご提出ください。








